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一
大正大学学術研究助成一覧
（共同研究）
＜継続＞
大正大学蔵『源氏物語』研究
研究代表者　清 水 宥 聖
日韓仏教文化交流に関する調査研究
研究代表者　加 島 　 勝
東日本大震災後の地域コミュニティ再編における宗教の公共的役割に関する調査研究
研究代表者　寺 田 喜 朗
＜新規＞
発達障害児の支援のあり方――学校との連携（大正大学方式の開発と運用）――
研究代表者　井 澗 知 美
移住者・難民への福祉・医療支援専門家養成と支援者間ネットワーク構築の基礎研究
研究代表者　野 田 文 隆
（個人研究）
＜新規＞
高等学校における学びのユニバーサルデザイン（UDL）の導入とその効果の検証
研究者　川 俣 智 路
近世天台寺院史料データベース構築の研究
研究者　中 川 仁 喜
コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを日本に導入するための基礎研究
研究者　日 笠 摩 子
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二
研 究 課 題 大正大学蔵『源氏物語』研究
研究代表者 清水　宥聖（文学部人文学科　教授）
１．研究目的
大正大学蔵『源氏物語』54冊は室町期書写の完本で、青表紙本のなかで
も最善本とされる大島本や三条西家本よりも古い、新出の最善本の可能性が
あるといわれている。こうした貴重な伝本を、実見しながら翻刻し考察して
いけば、これまでの『源氏物語』伝本研究に新たな地平を開き、多くの学問
的成果がもたらされよう。以上のような基本理念に基づき、下記の研究目的
（1）～（5）を設定した。
（1）大正大学蔵『源氏物語』全 54冊の本文を翻刻することで、既存の諸
伝本の本文と比較検討が可能となり、本文の異同を調査してその系統（近似
する伝本）を確認することができる。また、本文の性格なども調査可能とな
る。さらに、『源氏物語』本文の書写実態も考察可能となり、伝本研究に多
大な貢献が期待できる。そこで、平成 25年度は大正大学蔵『源氏物語』全
54冊中 33冊の本文を正確に翻刻する。
（2）大正大学蔵『源氏物語』の翻刻は、従来の翻刻とは異なり本文（変体仮名）
の字母漢字も並列表記することから、翻刻の経緯が理解でき、本学附属図書館
公開のウェブサイト画像本文を研究する人々の研究資料ともなる。ウェブサイ
ト画像本文と連携させ、字母漢字を並列表記する取組は従来の翻刻と大いに異
なるところである。こうしたこれまでにない翻刻方法は、源氏物語研究者のみ
ならず、隣接する諸学問、特に国語学方面の重要な研究資料ともなる。そこで、
平成25年度は大正大学蔵『源氏物語』全54冊中33冊の本文の字母漢字を
正確に翻刻する。
（3）既存の諸伝本との比較検討（本文異同）を通して、室町期『源氏物語』
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の各伝本の流布実態の一斑を知ることができる。既存の最善本である大島本
や三条西家本と合わせて考察すると、より客観的な流布実態が把握できる。
新出の『源氏物語』本文が発見されない現在において、一刻も早く大正大学
本の全容を解明することは、国文学会が期待するところであり、その成果は
研究の多方面に影響を及ぼすものと考えられる。そこで、本研究においては
既存の最善本である大島本や三条西家本と比較・考察してその成果の一斑を
報告する。
（4）大正大学蔵『源氏物語』には 36名の書写者名（極札）がある。さら
に 14冊には「書写校合奥書」がある。これらの考察を通して、書写の経緯
や当時の文人貴族・歌人・連歌作者たちの交友実態を解明することができる。
特に 14 冊に記された自筆と推測される「書写校合奥書」の考察は重要で、
丁寧に読解をすすめ、関連資料との比較考察を行えば、新たな発見が期待で
きる。国文学の分野のみならず、歴史学、仏教学の分野まで影響を及ぼす可
能性がある。そこで、本研究においては「書写校合奥書」の考察を通して、
書写の経緯や当時の文人貴族・歌人・連歌作者たちの交友実態を解明してそ
の成果の一斑を報告する。
（5）翻刻本文と考察結果（論文）は、本学附属図書館のウェブサイトによ
る画像公開と合わせて、リンクを張って公開する。これはこれまでの多くの
研究者の問い合わせ（社会的要請）にこたえることになり、社会貢献・研究
の進展へもつながっていく。そこで、本研究においては翻刻本文と考察結果
（論文）を公開する。
以上の五項目が本研究課題の意義・重要性を踏まえた目的となっている。
２．研究方法
本研究における研究方法については、以下の通りである。
〈第１段階〉
『源氏物語』写本54冊（桐壺～夢浮橋）を二分し、前半部（桐壺巻～藤裏葉巻）
を翻刻する。翻刻に当たっては変体仮名の字母漢字も並列表記し、翻刻の正
確を期する。具体的には、研究協力者として、古典文学を専攻する大学院生（約
三
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20 名　大学院修了生も含む）を二人一組で翻刻に当たらせ、基礎データ化
（PDF）をしていく。研究代表者大場と研究分担者魚尾は、基礎データ化（PDF）
された本文をもとに、点検精査作業と並行して他伝本との本文異同を確認し
ていく。本格的には、夏と春の長期休暇を利用して集中的に翻刻作業を行う
が、研究室にもパソコンを常時設置し、日常的にも翻刻・点検・本文異同の
確認は行う。各グループの担当巻数は、１グループ３巻を基本としている（桐
壺巻から藤裏葉巻までの巻数は 33 巻で、33 巻中の丁数は 1299 丁となっ
ている。１丁の基礎データ化には２～３時間の作業時間を想定している。ち
なみに、１グループの担当丁数は 130 丁前後となる）。
本文表記（翻刻）の形式は、ウェブサイトに公開された大正大学蔵『源氏
物語』画像ページに沿って、例えば 15 右、15 左と記し、１丁の表・裏の
単位で翻刻していく。すなわち、これは画像ページの 15ページ右画面の翻
刻と 15ページ左画面の翻刻を意味することから、画面と翻刻は極めて容易
に対応させることができる。入力に当たっては変体仮名の字母漢字も並列表
記し、パソコンに入力する。パソコンの画面上では、本文（変体仮名）の字
母漢字を右に翻刻し、見やすさを考慮して青色で表記、その左に対応する平
仮名を黒字で表記する予定。この手法を用いて入力作業を完成させ、最終的
に基礎データ化（PDF）をしていく。具体的な日程を記すと下記のようになる。
（a）平成 25年４月――
（b）平成 25年９月――
（c）平成 26年１月――
（d）平成 26年４月――
翻刻作業と並行して大正大学本と諸本の本文異同を調査し本文の系統を確
認する。具体的には、『源氏物語大成』（中央公論社）と『源氏物語別本集成』（お
うふう）等と照らし合わせ、三系統（青表紙本系・河内本系・別本系）の諸
四
10 グループに３巻（約 130 丁分）を割り当て、
翻刻を開始する。
翻刻したデータを持ち寄り、入力ミス・誤読の
点検を実施、訂正作業に入る。
完成した翻刻データを提出。33巻分を基礎デー
タ化（PDF）する。
ウェブサイトに公開予定。
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本の中で近似する伝本名を指摘していく。こうした作業を丁寧に行うことで、
「寄り合い書き」である大正大学本各巻の本文系統が明らかになる。これら
の結果を踏まえて、室町期の『源氏物語』書写の実態も明らかにしていきた
い（担当は本研究代表者である大場朗と研究分担者である魚尾孝久。研究成
果は平成 26年度の『大正大学研究紀要』に報告予定）。
また、大正大学本には数カ所にわたる錯簡の存在が指摘されている。この
翻刻作業がすすめばさらに錯簡の発見につながり、それら錯簡が生じた事由
の考察も可能となる。加えて、書誌的な方面も合わせて考察をすすめる。
〈第２段階〉
次に大正大学本各巻の書写者（極札による）に考察を加える。大正大学本
の書写者には、一条関白冬良、梶井宮堯胤法親王、徳大寺太政大臣實淳など
文人貴族や種玉庵宗祇法師、松月庵徹書記（正徹）、牡丹花肖柏などの歌人・
連歌作者など当時の著名人が名を連ねている。こうした人々の文学的足跡を
可能な限り現存資料で追跡し考察を加える。そうすることで、室町期の『源
氏物語』書写者の交友関係や歌壇の実態などを解明する。
〈第３段階〉
また、大正大学本『源氏物語』の 14冊には「書写校合奥書」がそれぞれある。
書写の経緯や実態が知られて興味深い内容となっている。この奥書に考察を
加えて、その内容を明らかにしたい。
以上の考察結果は順次論文化して、平成 26 年度の「大正大学研究紀要」
や「国文学踏査」（大正大学国文学会）の紙面に報告する。また、本文のウェ
ブサイトによる公開と合わせて、論文・資料（調査結果）などもリンクを張っ
て公開する。
３．研究成果と公表
はじめに研究成果について、「研究の目的」（傍線部分）に基づきながら報
告する。
研究の目的（1）と（2）であるが、これは『源氏物語』写本 54冊（桐壺
～夢浮橋）を二分し、前半部（桐壺巻～藤裏葉巻）を変体仮名の字母漢字も
五
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並列表記し翻刻する、であった。この作業は予定通り翻刻が終了し、33巻
分を基礎データ化（PDF）することができた。その具体的方法については、
すでに「研究の方法」の「第１段階」の項で記した通りである。したがって、
研究の目的（1）と（2）は予定通り達成されたと言える。
次に、研究目的の（3）であるが、これは「既存の最善本である大島本や
三条西家本と比較・考察してその成果の一斑を報告する」という目的である。
上述したように、大正大学蔵『源氏物語』全 54冊中 33冊（桐壺巻～藤裏葉巻）
の本文を翻刻しているので、どの巻を比較・考察の対象に選定してもよいの
だが、平成 25年度は「花散里」巻を取り上げ、他の主要伝本と比較を行った。
したがって、この目的も達成されたことになる。なお、その結果と公表につ
いては後述する。
次に、研究目的の（4）であるが、これは「書写校合奥書の考察を通して、
書写の経緯や当時の文人貴族・歌人・連歌作者たちの交友実態を解明してそ
の成果の一斑を報告する」という目的であった。この考察は翻刻作業と並行
して行い、今年度は大正大学蔵『源氏物語』の書写者を研究する上で重要と
なる三条西実隆を取り上げ、考察を加えた。したがって、この目的も達成さ
れたことになる。研究成果と公表については後述する。
最後に、研究の目的（5）は、「翻刻本文と考察結果（論文）は、本学附
属図書館のウェブサイトによる画像公開と合わせて、リンクを張って公開す
る」という計画であった。
この公開計画は予算が伴うことから、図書館と相談の上実施したいと考え
ている。
次に研究成果の公表について報告したい。
研究の目的（1）（2）については、下記の研究誌に報告した。
○大場朗　魚尾孝久「大正大学蔵『源氏物語』「葵」の翻刻」（『大正大学
研究紀要』　第 99輯平成 26年３月）
○大場朗　魚尾孝久「大正大学蔵『源氏物語』「賢木」の翻刻」（『国文学試論』
第 23号平成 26年３月）
六
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七
　研究の目的（3）については、下記の研究誌に報告した。
○首藤卓哉「大正大学蔵『源氏物語』「花散里」の本文異同――「花散里」
巻を中心に――」（『国文学踏査』第 26号　平成 26年３月）
研究の目的（4）については、下記の研究誌に報告した。
○魚尾孝久「大正大学本源氏物語寄合書の人々――三条西実隆周辺を中心
として――」（『国文学踏査』第 26号　平成 26年３月）
○首藤卓哉「大正大学蔵『源氏物語』の書写者と仏教―藤原基綱と天台」（『国
文学試論』第 23号　平成 26年３月）
○首藤卓哉（口頭発表）「大正大学蔵『源氏物語』と仏教」（平成 26年度
綜合仏教研究所所内研究発表会　平成 26年６月発表予定）
以上記した通り、研究の目的（1）～（4）は計画書にそって研究を実行し、
研究成果を報告した。また、研究の目的（5）については図書館と相談の上、
予算の見通しがつき次第公表したい。したがって、本研究が当初に掲げた「研
究の目的」は８割以上達成できたと確信し、報告するものである。
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八
１．研究目的
日本列島における仏教文化の系譜を考えるうえで、隣接する朝鮮半島の仏
教の果たした役割にはきわめて大きなものがある。現在日韓における仏教文
化の交流については、伽藍建築や造瓦の技術、また仏像や仏具などを対象に、
考古学や美術史の分野で研究が盛んに進められているといってよい。
本研究の代表者である加島勝も、日韓仏教文化の交流をテーマに、所属す
る文学部歴史学科文化財・考古学コースの教員を中心とする研究グループを
組織し、平成 24年度から大正大学学術助成金を受けて、大韓民国ソウル市
に所在する本学の協定校の東国大学校付属博物館が所蔵する仏教文化財の調
査研究をおこなっている。
平成 24年度には、日本の鎌倉時代から室町時代に流行した宝篋印塔と関
連する高麗時代の石造宝篋印塔（韓国国宝第 209 号）１基を調査対象とし、
９月に東国大学校付属博物館での現地調査、同宝篋印塔が発見された大坪里
寺址（忠清南道天安市所在）や国立公州博物館での関連遺品調査を実施し、
詳細な作品データ収集と写真撮影、実測図作成をおこなった。また現地調査
に先立って、６月には東国大学校付属博物館館長・東国大学校教授崔應天氏
を本学に招聘して「中国阿育王塔舎利器の受容」と題する講演会を開催した。
以上による研究成果は「大韓民国東国大学校博物館所蔵の石造宝篋印塔調査
研究報告」として平成25年度『大正大学研究紀要』（大正大学機関リポジトリ）
において公開した。
ところで、東国大学校付属博物館には、古代の三国時代から近代の李氏朝
鮮時代にいたる仏像、仏画、経典などの仏教文化財が多数保管されている
研 究 課 題 日韓仏教文化交流に関する調査研究
研究代表者 加島　勝（文学部歴史学科　教授）
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九
が、その中で日韓の仏教文化を考えるにあたってとりわけ注目される資料と
して、古代の舎利容器がある。
仏舎利（釈迦の遺骨）は大乗仏教における最も重要な礼拝対象として、古
代インドはもとより、アジアの各地域、各時代の信仰を反映して様々に荘厳
された。わが国最古の寺院である飛鳥寺も、百済から仏舎利が伝えられたこ
とにより建立がはじまったことが、『日本書紀』に記されている。
仏舎利を納めた容器が「舎利容器」であり、韓国では 2000 年以降、百済
時代の寺院遺址の発掘調査によって、注目すべき発見が相次いでいる。扶余
の王興寺、及び益山の弥勒寺がそれであり、いずれも石塔の基礎から舎利容
器が発見され、王興寺では金・銀・銅の三種の舎利容器が、また弥勒寺では
黄金の舎利容器が発見され、わが国でも大きなニュースとして報道された。
これらはいずれも日本の飛鳥時代の寺院ときわめて密接な関係のある寺院で
あり、出土した舎利容器も古代の百済と日本との仏教文化交流の性格を明ら
かにする資料として大きな注目を集めている。
東国大学校付属博物館においても、統一新羅時代の舎利容器が５件所蔵さ
れており、その中には「敏哀大王」と「威通四年」（863 年）の銘を持つ貴
重な資料（韓国宝物第 741 号に指定）が含まれている。これらの舎利容器は、
わが国古代、とくに飛鳥から奈良時代にかけての仏教文化を理解するうえで、
きわめて大きな意義を有する資料であるが、いずれも日本では未報告である。
近年の韓国での重要な発見を踏まえると、これらの資料についても調査をお
こない、日本で紹介することが必要と考えられる。
そこで本研究の第２年度目に当たる平成 25年度は、朝鮮半島の古代の舎
利容器を対象に調査研究をおこない、日本で報告することを目的とした。東
国大学校付属博物館所蔵の舎利容器を調査研究し、あわせて日韓の関連資料
との比較検討をおこなうことによって、百済、統一新羅時代の朝鮮半島から、
飛鳥、奈良時代における日本列島への仏教伝播の理解に、新たな視野が開け
る可能性はきわめて高いと考えられるからである。
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一〇
２．研究方法
本研究の調査対象は、東国大学校付属博物館が所蔵する統一新羅時代の以
下の舎利容器５件である。
・金銅舎利盒　三国時代・新羅
・「永泰二年」銘塔誌石及び舎利壺　統一新羅時代・766年
・敏哀大王石塔舎利壺　統一新羅時代・863年（韓国宝物741号）
・木製舎利壺・舎利盒　統一新羅時代
・印花文舎利盒　統一新羅時代　
本研究は舎利容器を通じて古代日韓の仏教文化の交流の解明が目的であり、
その目的を達成するため、（1）事前協議、（2）現地調査、（3）収集データの
整理と分析、（4）検討会の開催と報告の執筆、を研究計画の基本とした。と
くに（1）の事前協議と（2）の現地調査にあたっては、本資料の所蔵機関の
代表である東国大学校付属博物館館長の崔應天氏の協力を得ることとした。
（1）事前協議
はじめに崔應天氏を大正大学に招き、東京近郊の博物館の所蔵する朝鮮半
島の仏教文化財について調査をおこなうとともに、研究の進め方について協
議をおこなった。あわせて大正大学において韓国における舎利研究について
の講演会を開催した。資料調査と講演会にあたっては、崔氏の活動補助とし
て、東国大学校大学院生２名が来日して随行した。
（2）現地調査
本研究の中核をなすものであり、研究代表者が統括し研究分担者、研究協
力者及び史学専攻大学院生を含めた７名が韓国内において調査を実施した。
韓国では、東国大学校付属博物館において写真撮影と実測図を作成するとと
もに、近年注目すべき舎利容器の発掘された忠清南道の扶余にも赴き、国立
博物館や文化財研究所で関連資料の現地調査をおこなった。
（3）収集データの整理と分析
現地調査により得られたデータをもとに、①舎利容器の形態分析、②日韓
における舎利容器の総合的比較、③日本所在の朝鮮半島の仏教文化財、の３
点に着目して、美術史、考古学、仏教史を専門とする研究分担者それぞれの
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役割に応じ、分析と検討を進めた。
（4）検討会の開催と報告の執筆
年度末に検討会を開いてその成果を協働で分析し、問題点の整理をおこ
なった。これを踏まえ、検討結果を反映させた報告書を執筆し、『大正大学
研究紀要』誌上において公表する予定である。
３．研究成果と公表
（1）得られた成果
①大正大学における講演会の開催
平成 25年６月９日～ 16日の期間、崔應天氏を大正大学に招聘し、東京
国立博物館及び台東区立書道博物館所蔵の韓半島の仏教関係資料に関する作
品調査をおこなうとともに、９月に韓国でおこなう調査計画について協議を
おこなった。資料調査にあたっては、崔氏の調査活動補助として東国大学校
大学院生洪彰華氏と李英仙氏の２名が来日して随行した。また６月15日（土）
午後、大正大学１号館２階大会議室において「韓国古代の舎利荘厳について」
と題する講演会を開催し、最新の韓国の仏舎利信仰関係品に関してわかりや
すく講演していただいた。同時通訳は本学大学院仏教学専攻修士課程の金順
子氏にお願いした。当日は天候にもめぐまれ一般も含め 46名の聴講者が来
場し、研究テーマの意義を広く普及することができた。
②現地調査　
９月１日～９月７日の期間、研究分担者加島勝をはじめ、研究分担者の副
島弘道、塚田良道、伊藤宏之及び調査補助にあたる大正大学歴史学科副手菱
沼沙織、大学院生の高橋智一、松村由記の合計７名が韓国に赴き、東国大学
校付属博物館所蔵舎利容器の調査をおこなった。現地の調査の詳細は以下の
とおり。
９月１日：午前に７名全員が羽田空港から飛行機で韓国金浦空港へ移動。
ソウル市内のホテルにチェックイン。午後は、韓国中央博物館の関連遺品を
見学した。
９月２日：午前、東国大学校博物館で崔應天氏に面会し、今次の調査の進
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一二
め方について打ち合わせをおこなった。午後から２階展示室で舎利容器の調
査を開始した。印花文舎利盒と木製舎利壺・舎利盒の写真撮影、実測図及び
調書作成をおこなった。
９月３日：終日昨日に引き続き舎利容器の調査を行なう。金銅舎利盒及び
「永泰二年」銘塔誌石・舎利壺の写真撮影、実測図及び調書作成をおこなった。
９月４日：午前、東国大学校付属博物館において崔氏と来年度の調査研究
の打ち合わせをおこなった。昼食後、研究分担者副島弘道と菱沼・高橋が帰
国の途に就いた。残りの４名は午後から三星美術館リウムにおいて仏舎利信
仰関連遺品の調査をおこなった。
９月５日：午前、崔氏と加島・塚田・伊藤・松村の４名は高速バスで扶余
へ向かう。到着後扶余国立博物館にて官北里出土遺物及び威徳王陵山里寺址
出土遺物を調査し、扶余に宿泊した。
９月６日：午前、国立扶余文化財研究所において王興寺木塔址出土舎利容
器を調査した。午後、王興寺址現地を探査し、夕方高速バスでソウルに戻った。
９月７日：午前、昌徳宮、景福宮、国立民俗博物館を訪問し関連文化財の
見学をした後、加島・塚田・伊藤・松村の４名は帰国し、現地調査を終了した。
③収集データの整理と分析
帰国後は、10 月から平成 26 年２月まで、今次調査で得られた写真及び
調書整理と実測図の製図に取り組み、研究代表者らがこれまでに収集してき
た中国及び日本の古代仏舎利信仰関係遺品との比較研究を進めた。
④調査の総括
現地調査と帰国後の整理分析をもとに、３月 26日に研究代表者及び分担
者全員が参加して調査成果の検討会を開催した。今回の韓国現地調査で、こ
れまで日本で未報告であった東国大学校付属博物館所蔵舎利容器に関して、
韓国においてもこれまでなされていなかった、詳細な写真撮影、実測図及び
調書作成による多彩な情報を収集することができた。これらの成果を踏まえ、
報告書の執筆分担を決め、報告書作成に取り組む準備を整えた。
（2）国内外における位置づけとインパクト
大乗仏教における最も重要な礼拝対象である仏舎利（釈迦の遺骨）は、古
代インドはもとよりアジアの各地域、各時代の信仰を反映しつつ様々に荘厳
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された。本研究代表者はこれまで、「中国・シルクロードにおける舎利荘厳
の形式変遷に関する調査研究――隋唐時代の棺形舎利容器と埋葬儀礼の関わ
りを中心に――」（奈良シルクロード財団助成シルクロード学研究センター
課題研究、2001 年度～ 2002 年度）、「隋唐時代の仏舎利信仰と荘厳に関す
る総合的調査研究」（文部科学省科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）、2009 年
度～ 2011 年度）、「仁寿舎利塔の信仰と荘厳に関する総合的調査研究」（文
部科学省科学研究費補助金　基盤研究（Ａ）、2012 年度～ 2015 年度）の
調査研究を研究代表者として遂行してきた。その結果、仏舎利を納める容器
は仏舎利信仰の東漸に伴いその土地の有力者の埋葬儀礼と深く習合している
ことを明らかにしてきた。しかし、韓半島の仏舎利信仰及び舎利容器に関し
てはこれまで十分な検討をしてきたわけではない。今回本研究助成を得て東
国大学校の舎利容器に関する調査研究ができたことは、調査品が５点と少な
いとはいえ、今後の韓国の舎利容器研究の第一歩が踏み出すことができた。
これにより将来インドから日本まで東アジア全域に及ぶ仏舎利信仰の東漸、
ひいては仏教文化の東漸を舎利容器の伝播によって具体的に明らかできるも
のと確信している。一例を挙げるなら、東国大学校付属博物館所蔵の金銅舎
利盒（三国時代・新羅）は日本では塔鋺形合子（とうまりがたごうす）と称
されるもので、法隆寺献納宝物や正倉院宝物中に作例があることが知られて
いる。この形の容器では、新疆ウイグル自治区トルファン近郊のトヨクで発
見されたもの（ベルリン東洋美術館蔵）が舎利容器として知られている。し
かし、西安を中心とする中原やわが国の作例は舎利容器ではなく、柄香炉と
共に用いられる香合である。それに対し、東国大学校所蔵のものは舎利容器
である。このように各地域によって同じ形の容器でも用途に違いがある。こ
うしたことに着目して、今後さらに研究を深めていきたいと考えている。
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一四
１．研究目的
本研究は、東日本大震災（震災発生から復旧・復興へのプロセス）におけ
る宗教者・宗教団体とコミュニティの関係について調査研究を進め、そのデー
タに即して、地域社会における宗教の役割、現代社会における宗教の有用性・
存在意義について考察を進めることを目的としている。
具体的には、【Ａ】震災による様々な地域社会の危機に対し、宗教者・宗
教団体（仏教・神道・キリスト教・新宗教）はどのような対応・取り組みを行っ
たか。【Ｂ】震災は、地域の伝統文化へどのような影響を与え、復旧・復興に伴っ
て伝統文化（儀礼・祭礼・芸能等）はいかに再建・再興されたか。そこにお
いて宗教者・宗教団体はどのような役割を果たしたか。【Ｃ】相対的に短期
日に自発的・私的に遂行された【Ａ】の取り組み、中長期的な時間幅でコミュ
ニティ単位で共同的に遂行されつつある【Ｂ】の様相を総合的に検証するこ
とによって、現代社会における宗教の公益性、及び社会関係資本としての有
用性を具体的なデータに則して考究することを目指している。
このうち、本年度は、昨年度に引き続き【Ａ】に焦点を当てて研究を進め
ていくことにした。昨年度は、いわき市を拠点に原発被害の影響を強く受け
たエリアの研究を進めたが、今年度は、いわき市を中心としながらも、岩手
県・宮城県の津波被害を受けた沿岸地域にも調査フィールドを広げた。各地
域で様々な様相を見せる震災被害の状況を視野に入れながら、震災発生当時
から現在までの宗教者・宗教団体による対応・活動を具体的に探ることを目
的とした。
研 究 課 題
東日本大震災後の地域コミュニティ再編における
宗教の公共的役割に関する調査研究
研究代表者 寺田　喜朗（文学部人文学科　准教授）
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２．研究方法
本研究は、文献調査と聞き取り調査を併用するマルチ・メソッドで推進し
ている。被災地域に関する資料、各宗教に関する文献資料を収集すると共に、
教団・地域とラポールを形成しつつ、調査研究を進めている。教団研究につ
いては、伝統仏教・神社神道・キリスト教・新宗教諸教団のそれぞれを担当
する調査研究グループをつくり、研究協力者の支援を受けながら聞き取り調
査を進めている。また、これを並行して、関連団体、対象地域と関連が深い
研究者・関係者を外部講師として招聘し、情報を収集している。本研究は、
現在も進行形で進展する非常にデリケートな問題を扱うものであり、複数年
に亘る研究計画に沿って調査研究を進めている。
以上の研究計画を現実化するために寺田喜朗（研究代表）、星野英紀、弓
山達也、村上興匡の本学教員に加え、齋藤知明（大正大学）・星野壮（大正
大学）・魚尾和瑛（大正大学）・福原さとみ（大正大学）・小川有閑（大正大学）・
川副早麻理（早稲田大学）・藤井麻央（國學院大學）等の学内外の若手研究者・
院生の協力を仰いだ。
本年度は、調査研究と並行して月に一回のペースで研究会を開催し、そこ
へ北村泰敏（中外日報社）、高木竜輔（いわき明星大学）等、被災地の研究
を進める外部講師を招聘し、情報の提供を受けた。現地調査は断続的に進め
たが、９月には、東北三県の創価学会の拠点会館を対象に、３月 11日前後
には複数の宗教団体を対象にいわき市とその周辺をフィールドにした集団調
査を実施した。断続的に震災被害の実態、および被災地の復旧・復興、住民
の移動とコミュニティの再編について情報収集を進め、被災地において①仏
教・神道・キリスト教・新宗教（諸宗派・諸教会・諸教団）の宗教者・宗教
団体はどのような支援活動を行い、②地域コミュニティの中で、いかなる役
割を担っているか（いないか）、また、どのような期待を受けているか ( い
ないか )、③東日本大震災は被災地の宗教伝統にどのような影響を与えてい
るか（葬送・祭礼・芸能等といった伝統的な宗教文化の頓挫・消滅・再興・
再編）、ということについて聞き取り調査を進めた。
一五
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一六
３．研究成果と公表
（1）研究の成果　
いわき市には、仏教（真言宗智山派・浄土宗が多い）・神道・キリスト教・
新宗教の主要な宗派・教団の施設が点在しているが、震災発生から断続的に、
上記の宗教団体・宗教者を中心とした支援活動が行われた。具体的な活動に
ついては「研究成果」の箇所に記す成果物を参照されたい。
今年度の調査研究の成果として特質すべきは、岩手（釜石・大槌）・宮城（石
巻・女川）の創価学会調査を実施したことにより、より明確に原発被害地域
であるいわき市が抱える問題の深刻さ、複雑さ、問題解決の時間的な困難性
が浮き彫りになったことである。地震・津波・原発事故の被災地かつ（被災
者の）避難地域であるいわき市には、震災・津波被害が甚大な地域とは異な
る問題が複層的に存在しており、そこにおける宗教者・宗教団体の対応にも
多様性が見られる。各教団・宗教者によって対応は様々だが、かれらを取り
巻く状況の特異性を明確化し得たのが今年度の最大の成果である。
（2）成果の公表
今年度の研究成果は、『宗教学年報』（大正大学宗教学会）第 29輯で公表
される。（2014 年 6月刊行予定）
同輯では、震災特集を組み、以下の論考を収録する。（以下、すべて仮題・
順不同）
○寺田喜朗「総論」
○川副早央里・星野壮「いわき市の地域特性と宗教団体の概要」
○星野英紀「原発避難地域における寺院と檀家」
○魚尾和瑛「神社神道の対応」
○高瀬顕功「浄土宗の対応」
○齋藤知明「キリスト教福音派の対応」
○藤井真央「天理教の対応」
これに加えて、新宗教の活動に関するコラム、および、宗教紙である中外
日報の震災関連記事のまとめを収録する予定である。
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2014 年度以降も本調査研究は続行する計画である。
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研 究 課 題
発達障害児の支援のあり方
――学校との連携（大正大学方式の開発と運用）――
研究代表者 井澗　知美（人間学部臨床心理学科　専任講師）
１．研究目的
発達障害児の支援には医療的支援、保護者支援、教育的支援など多面的な
アプローチが有効とされている。学童期の子どもにとって学校生活は発達課
題を達成するうえで大きな場であり、保護者の側からも教師の側からも教育
的支援を求める声は大きい（井澗ら，2006）。
有効な支援を行うためには、その子どもの発達の状態を評価し、関係者で
その情報を共有することが必須である。このアセスメントを経て、目標行動
や支援プランが考案されていくことが求められる。しかし、どのような形で
この情報共有が行われることが効果的であるのかについての研究はほとんど
ない。そこで、本研究では、発達臨床の専門機関、家庭、学校がどのように
連携をとることが効果的であるかを検討する。特に、本大学は臨床心理学科
をもち実践的な教育を行っていること、併設されているカウンセリング研究
所で実践的な研究がおこなわれていることから、本学独自の連携システムを
構築することができると考える。
２．研究方法
（1）研究協力者の募集
研究代表者である井澗がすでにかかわっている発達障害児の親のグループ
に本研究の主旨を記したチラシを作成し郵送した。また、近隣の小中学校に
研修会の講師として出向いた際にチラシを配布した。今年度は連携と支援の
あり方を検討することを目的としているため、少人数の募集とした。
一八
239
一九
（2）研究の流れ
保護者からの申し込みを受け、本大学のカウンセリング研究所にて保護者・
本人にアセスメントを実施、臨床心理士が学校に出向き担任にアセスメント
を実施、両方をあわせて特性チャートを作成、それをもとに支援プランを作
成、月１回の振り返りの実施、約半年終了後に事後評価を実施、という流れ
である（図１）。アセスメント及び支援プランの作成は研究代表者を含む、
臨床心理士２名で行ったが、支援の実際は学生がボランティアで週１回教室
に入る形で行った。
図１．研究の流れ
（3）アセスメントに用いた検査・調査票
アセスメントの実施には、次にあげる４つの検査を用いた。
① Multi-dimensional Scale for PDD and ADHD（以下、MSPA）；船曳ら
（2010）の開発した支援ニーズが一目でわかるようにレーダーチャート化さ
れた評価法である。発達障害特性にかかわる 14の特性項目それぞれについ
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て、支援ニーズを９段階で評価する。保護者、担任にインタビューし、評定
を行った。
② Child Behavior Checklist（以下、CBCL）；子どもの情緒と行動の問題に
ついて、保護者に回答を求める調査票である。
③ Teacher’s Report Form（以下、TRF）；子どもの情緒と行動の問題につ
いて、教師に回答を求める調査票である。
④各種心理検査；WISC － IV に加えて、該当児童の特性を把握するため
に必要な検査を実施した。
３．研究成果と公表
（1）本研究で得られた成果
初年度、半年間の支援を実施したものは小学生３名であった。３名とも
IQは 85以上、平均的もしくは平均以上の知的能力をもっていた。３名のう
ち１名は教室に入ることが困難であったため、カウンセリング研究所での個
別の関わりを行った。
事例 A（小６男児）
A自身は非常にマイペースで、他者と合わせることが不得手であった。特
性チャート（図２）からわかるように、コミュニケーションや社会性の問題
に加え、書字の困難さ、じっとしていることが苦手という特徴もあわせもっ
ている。教室で過ごすこと自体が困難な状況であったため、本人が選択した
教科について、ボランティアの支援する学生と一緒に過ごすこととした。１ヶ
月を過ぎたころから、給食の時間や他の好きな活動の時間に学生がいなくて
も参加できるようになった。
表情が乏しく、淡々と過ごしているようであったが、半年後の面談では、
本人なりに満足感を得ていたようだった。保護者はもっと早くこのようなサ
ポートを得たかったと述べ、担任は誰よりも自分にとって一番勉強になった
半年間であったと述べた。
二〇
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図２　A くんの特性チャート
事例 B（小 6男児）
Bは特性チャート（図３）からわかるように、コミュニケーションや社会
性の問題が大きく、指示がないと動けないところがある。また、衝動性が高
く、思い立ったら行動してしまう面があるため、実際の支援では問題が起こ
りそうな場面を担任にあげてもらい、その場面でどう行動するかを明示した
指示カードを作成し、支援にあたる学生が Bにそれを見せるようにした。
最初のころは、順番を待てないなど、教室内でルールに従えない様子がみ
られたが、指示カードを見せる、学生が直接近くで指示を繰り返すことで、
適切な行動を取ることができるようになった。終了時の面談では、担任から
具体的な支援があることで、子どもの可能性を伸ばす教育的な試みをするこ
とができたというコメントを得た。
二一
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二二
図３　B くんの特性チャート
事例 C（小４男児）
Cくんは学校に対する恐怖感が強く、教室に入るまでに至らなかった。そ
こで、カウンセリング研究所で感情をコントロールする教材をつかった支援
を行うこととした。感情の認知が高まるにつれ、別室ではあるが登校するこ
とができるようになってきた。
その他、小学生１名、中学生５名の計６名に対して特性チャートと支援プ
ランの作成を行った。
数事例の実践から、保護者と担任の双方にインタビューすることで、該当
児童の特徴がつかめることが明らかとなった。また、レーダーチャート形式
で示すことで、各特性の支援ニーズの度合いが一目でわかるため、関係者間
の状態像の共有が促進された。
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（2）今後の課題と展望
①今後の可能性
本研究の取り組みは保護者、担任からの満足度が非常に高いものであり、
ニーズを満たすものとなっていた。そのことは子どもの発達を支えるうえで
有用である可能性も示唆された。さらに、支援にはいった学生にとっては、
日頃の学びが実践を通して深まり、さらに発達臨床への関心を強める体験と
なっていた。このように本大学の特性が活かされた取り組みとなっていた。
今後も地域から関心を持たれるテーマであるといえよう。
②今後の課題
特性チャートや支援プランの作成には専門的能力と時間などコストがかか
る。たとえば今年度は詳細な心理検査を並行して実施したため、ひとりのア
セスメントを終えるのに平均して１ヶ月近くかかった。有用な情報が得られ、
保護者や担任にフィードバックできたという利点があったが、反面、人手と
時間がかかりすぎる、すなわちコストがかかりすぎるという点も課題として
残った。そこで、今後はミニマムなアセスメントとしてMSPA を活用した
特性チャートの作成を基本とし、詳細な検査はオプションで希望者のみとい
う形にして検討してみたい。来年度は研究協力者を増やし、この点について
検討を行う予定である。
一方、中学生５名については、全員がすでに医療機関で診断を受けていた
にも関わらず、支援ニーズよりも特性を理解をしたいというニーズの方が強
かった。今後の課題として、専門機関が検査結果をフィードバックするとき
の在り方を検討することも課題としてあげられよう。
（3）公表実績、公表予定
今年度は第 54回日本児童青年精神医学会において、学校との連携に関す
る保護者のニーズについて学会発表を行った。また、本学における人間学部
20周年記念シンポジウムで、地域との連携というなかで本研究の取り組み
を報告した。
実践報告については、第 55回日本児童青年精神医学会にて報告予定であ
る。さらに、来年度以降、研究協力者を増やすと同時に、教員や保護者への
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二四
ニーズ調査を実施し、「学校との連携」について学会誌に資料として投稿す
る予定である（「学校メンタルヘルス学会」）。
参考文献
「AD/HDをもつ子どもの教育的ニーズと支援のあり方に関する研究～教師と
保護者の回答から～」井澗知美・上林靖子・北道子他　（2006）　学校
メンタルヘルス，9，65-72．
「発達障害者の特性理解用レーダーチャート（MSPA）の作成，及び信頼性
の検討」船曳康子・廣瀬公人・川岸久也他（2013）　児童青年精神医学
とその近接領域，54（1），14-26．
「発達障害児者支援とアセスメントのガイドライン」辻井正次監修　（2013）
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１．研究目的
近年 , 様々な外国人 , つまり移住者・難民（難民条約に従って入国した人
で難民認定申請者を含む . 移住者はそれ以外の流入者）が入ってくることで
日本社会の構造は変わりつつある . 日本国内の外国人登録者数は過去最高の
200 万人1）, 総人口に占める割合は 1.74% と少数ではあるが , 大学や企業は
高度な専門的知識・技術をもつ移住者を積極的に獲得しており , 医療の場で
はインドネシア , フィリピンの看護師 , 介護士候補者の受け入れが始まり ,
地域においては国際結婚の定着と増加がみられる（婚姻数全体に占める国際
結婚の比率は 6.1%）2）. また , 合計特殊出生率 1.372）,65 歳以上の人が総人
口に占める割合が 23.1%10）というデータが示すように労働人口が減少して
いる日本では , 移住者は国の活力を活性化し経済的発展をになう重要な人々
であるとも言え , 彼らの定着促進を図る必要がある . 移住者の定着促進に向
けて検討すべき課題として , 受け入れ後の支援が挙げられる . 彼らは , 言語・
文化（知識 , 信念 , 価値体系 , 風習あるいは習慣）の違い , そして周囲からの
偏見や差別を受け , 日常生活に困難を抱えがちである .
移住者・難民研究においては 1957 年からの中国帰国者 ,1978 年からの
インドシナ難民の受け入れが開始した後 , 彼らの抱えている課題について各
学問領域から様々な調査がなされ , 彼らの日本語能力 , 住宅・労働環境の問
題 , 養育 , 就学問題 , 次世代のアイデンティティ構築の問題 , 異文化適応から
くる精神的問題が明らかになってきた . これらの問題に対して政府は , 在留
資格があれば日本人同様の医療・保健・福祉サービスを提供するという対応
を行なったが ,「言語的配慮」,「文化理解」という視点を組み込んだサービ
研 究 課 題
移住者・難民への福祉・医療支援専門家養成と
支援者間ネットワーク構築の基礎研究
研究代表者 野田　文隆（人間学部人間環境学科　教授）
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スシステムの検討には至らなかった4,5,6,7）.
近年の国内での調査 , また「平成 22 年度～平成 24 年度　基盤研究（B）
　（一般）　日本に在住する難民の生活実態調査をその福祉的支援の構築に
向けた研究」（以下本研究とする）からは次のことが見えてきた . ①移住者・
難民は日本の医療・保健・福祉サービスに満足しておらず利用することが出
来ていない . ②日本では西欧諸国に比べ移住者・難民に対する文化的配慮に
富んだサービスは乏しく，包括的福祉施策も構築されていない . 特に移住者・
難民の定住促進に不可欠な精神支援においては社会資源も皆無である . ③日
本では在留資格のある移住者・難民は健康保険への加入 , 精神通院医療補助
を受けることが出来るが , これらの情報は彼らに周知されていない . ④多言
語での支援が可能な医療機関および専門家の数は少ない . ⑤それゆえ , 移住
者・難民はメンタルヘルス上の高リスクを抱えている . ⑥難民・難民認定申
請者への精神支援においては , 医療機関と福祉サービスとのネットワークも
確立していないため,地域からの支援は得られ難い.⑥彼らへの公的通訳サー
ビスも皆無であり , 精神上の問題を抱えた移住者・難民は通訳を自ら手配す
ることを求められる . ⑦そのため , 日本の移住者・難民は重篤な状況に陥る
まで精神支援を専門家に求めない傾向がある .
移住者・難民の異文化への定住において不可欠である精神支援を充実させ
るためには , まず , 彼らを支援できる精神保健福祉専門家を育てる必要があ
る . 移住者・難民の教育を考えるにあたり , 彼らがどのような態度をもち少
数民族集団の支援に携わっているか把握する必要がある . さらに , 近い将来 ,
日本においても経済的発展をになう人材として移住者・難民を積極的に受け
入れる時代が到来するであろう . そのためにも国民の 39％が移民であるカ
ナダの移住者・難民への精神支援の問題に携わる専門家の姿勢を学ぶ必要が
ある . このような視点から , 日本とカナダの二国間研究を行う .
課題１：移住者・難民の精神支援への係わり ,支援を継続するための動機 ,各
専門職が抱えやすい困難な状況 ,各専門職の支援にみられる特性な
どを ,ライフヒストリー法を用いた聞き取り調査から読み取る．
今回は本研究結果から見いだされた移住者・難民の精神支援の留意点につ
いて報告をする。
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２．研究方法
１）フェイスシート：次の項目について把握する
性別 , 年齢 , 最終学歴 , 婚姻歴 , 国籍 , 職歴 , 主な職種の経験年数 , 現在の主
たる所属機関 , 所属機関の移住者・難民の支援に対する姿勢 , 海外居住経験 ,
親族に日本・カナダ以外で生まれた人と結婚した人はいるのか , 業務で使用
できる言語能力 , 移住者・難民の支援に携わった経験 , 自分自身の移住者・
難民への支援に対する満足度 , 移住者・難民の精神支援をどのようにして学
んだか ,
２）調査対象者
年齢は 22 歳から 65 歳までとする。異文化不適応問題を抱える移住者・
難民の支援に携わった経験のある精神保健福祉専門家（精神科医 , 心理士 ,
看護師 , 保健師 , 精神保健福祉士）がそれまでに生きてきた人生について自
由に口述し , それについて時間をかけて聴き取る
ａ．日本
関東圏内で開催される精神保健福祉専門家が参加する学会で , 調査の趣旨
について説明し協力を募る
ｂ．カナダ
ブリティッシュコロンビア総合病院 ,ブリティッシュコロンビア大学病院 ,
バンクーバー・コスタル・ヘルスに勤務する精神保健福祉専門家に調査の趣
旨について説明を行い協力を募る
３）分析方法
本人の語りを重んじ , なぜ移住者・難民の精神支援に携わっているのか ,
支援を継続するためのモチベーションは何か , 各専門職が抱えやすい困難な
状況 , 各専門職の支援にみられる特性などのキーワードから理解を深める二七
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３．研究成果と公表
１．難民・難民認定申請者のメンタルヘルス特異性
カナダでは 1988 年に「移住者・難民の持つメンタルヘルス上の危険因
子」について全土調査が行われ , その概要は以下の７つに集約されると報告
された（Canadian task force on mental health issues affecting immigrants 
and refugees: Review of the  literature on migrant mental health. Canada, 
1988）. 調査から約 20年の歳月は経っているものの北米における移住者・
難民の持つメンタルヘルス上の危険因子はさほど大きな変化はないと言われ
ており8）, 現在も移住者・難民の適応の阻害要因として , またメンタルヘル
スを評価する際の指標の一つとして広く活用されている .
１）移住に伴う社会的・経済的地位の低下
２）移住した国の言葉が話せないこと
３）家族離散 , もしくは家族からの別離
４）受入国の友好的態度の欠如
５）同じ文化圏の人々に接触でないこと
６）移住に先立つ心傷体験もしくは持続したストレス
７）老齢期と思春期世代
次に , 日本 , カナダ在住の難民・難民認定者の語りから見えてきたメンタ
ルヘルスの問題に関する留意事項について述べる .
（1）うつ状態に関する留意事項
ａ．アジア ･アフリカ系難民は「心理的表現」を用いないことが多い
こころが「うつ」であると表現できることは欧米系民族の文化的特徴であ
り , アジア ･アフリカ系民族は心理的困難を心理的用語（たとえば「落ち込
んでいる」）を用いて表現することは少ない . カンボジアでは「うつ」にあ
たる言葉がない , すべては「ビバーチャット（大変だ）」と表現される8）. そ
の意味で精神科医にかかり ,「自分はうつです」と表現することはアジア ･
アフリカ系難民では稀である . つまり , うつ病であっても自分が何で苦しん
でいるかわかっていないことが多いと言える . また , イスラムの文化では ,
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神との約束で死ぬことは禁じられているし , 自分がうつであることは弱い自
分を認めることとして容認されないことが多い .
ｂ．うつは身体に表現される
彼らのうつの表現は頭痛 , 腹痛 , 喉が詰まる , 体が重いというような身体
の愁訴として表現されることが多い . 人類学者Nichter M はこれを各民族固
有の “Idiom of Distress（苦悩の慣用表現）”と称している3）. これがかれらが
直接精神科医のもとに来ることの少ない原因である . まず , 内科医を歴訪し ,
その医師から紹介されて精神科にたどりつくことが多い . その頃には重症化
している場合も少なくない . 難民認定申請者の身体的愁訴はうつ病のサイン
であることもある . 来日間も無いミャンマー人の語りからは「気持ちが落ち
ている , さびしくなっている」状態をうつ病と認識していることが分かって
きた . しかし , 日本での生活が 10 年近いミャンマー人からは「うつ病は怖
いものではない . 治る病気である . でもどうしたらいいのか分からない . だ
から相談に来た」という語りが聞かれ , 来日以降 , うつ病の認識 , 支援探索
行動に文化変容が起っているものと推察される .
ｃ．薬物療法に関する抵抗が大きい
一般にアジア ･アフリカ系民族難民はそもそも , 精神疾患というものに偏
見を持っている人が多い . 鵜川によると , ベトナム人にとっての「精神疾患」
は即ち「狂者」として捉えられていた . 彼らは病者が呈する症状は「先祖の
恥ずべき行為の報い」,「祖先が憑依している」「自分たちの力の及ばない状
態である」,「運命と捉え受け入れるほかない」と述べている . またベトナム
人が精神疾患を患った際 , まず神仏に祈る , 先祖の墓参りをする , 食生活を
見直す , 漢方薬を用いる , その上で問題が解決せず家族が困り果てたら医師
のもとを訪れ薬物療法を受けるというプロセスを辿ると報告している12）. そ
のような認識のもとに西洋医学的な薬物療法は精神を損なうもの（怖いもの）
という思いがある . 日本で受け入れられる治療が受け入れられないことが多
い . まず , じっくりと相手の話を聞き , 精神疾患をどのようにとらえている
かを理解し , かれらにとって , もっとも納得できる治療法を選択することで
ある . つまり , うつ病であるということを認めさせるより , 現実的に眠れな
い , 食べられないなどのもっとも困っている部分に援助を与えるが重要であ
二九
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る .治療協働ができればそこから治療者の考えとの摺合せをしていけばよい .
（2） PTSD（心的外傷後ストレス障害）に関する留意事項
ａ．絵に描いたようなPTSDは少ない .PTSDとうつ状態は混合することが多い
大変なトラウマ体験を持っているから , 難民認定申請者には絵に描いたよ
うな PTSD がみられると思われがちであるが , そういうわけではない . 私た
ちの体験でも PTSD のみがみられる患者はわずかである . むしろ , うつ病と
の合併症状として現れることが多い . 実際 , 大きなトラウマを受けた人の 10
～ 20％ぐらいに PTSD は発症すると言われる11）. 難民であるから PTSD があ
るという予断を持って臨むことは注意すべきである .
ｂ．トラウマの概念をもたない民族に PTSD をあてはめるのは危険である
PTSD は欧米的概念である . 前述したカンボジアのように , 心理的愁訴を
表す言葉をもたない民族に果たして単純に PTSD の診断を与えていいか , 注
意を要するところである . カンボジア人精神科医 Chhim S はポルポト政権に
よって大虐殺を体験したカンボジア人は欧米の研究者によれば沢山の人が
PTSD を患っていると言われるが , かれらが患っているものはカンボジア語
で “Baksbat（バスバ）” というメンタリティだと言う .“Baksbat” は PTSD と
は異なる土着の概念で , 英訳するならば “Broken courage（打ち砕かれた勇
気）” という病態だと言う9）. このような文化的に固有な感情や病理が存在
する側面を考慮せずに , 症状をステレオタイプ化してみてしまうことは慎ま
なければいけない .
ｃ．トラウマを持つことを恥を思う人々には配慮がいる
多くの人はトラウマを持つことを異常なことと考えがちである . 例えば ,
イスラム圏の男性はトラウマを持つことを恥として表現したがらない . その
ために診察に協力的でなく , 防衛が大きくなる . トラウマを持つことは正常
の現象であり , 恥ではないと合意されるまで , 相手が PTSD だということを
表現せず , 現在の状態を受容的に受け止めることが必要である . 三〇
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（3）統合失調症の留意事項
ａ．妄想と事実の境界が難しいので自国での常識をあてはめないこと
例えば , アフリカ出身の難民認定申請者が「村の宗教指導者の呪いを受け
た」と言った場合 , 日本では妄想と受け取られやすいが , それが事実である
かないかはその言辞だけでは判じがたい . 話の文脈を確かめ , その国の文化
的風土などを注意深く調べる必要がある .
ｂ．狂気 ” はどの国でもスティグマの対象なので診断告知には気をつける
統合失調症の診断は注意深く与えなければならない . どの国においても統
合失調症の症状は “ 狂気 ” ととらえられることが多い . それが病気であると
した場合,コミュニティで想像以上のスティグマの対象となることがある.特
に同国人が通訳の場合には十分な注意が必要である .
ｃ．十分に服薬の説明をしないと続かないか周囲がやめさせてしまう
統合失調症の治療には服薬がきわめて大切であるが ,十分に説明しないと
服薬が続かないことが多い .特に家族や親戚にも理解を得ていないと「薬を飲
むことは健康によくない」という一般論で止めさせられてしますことがある .
ｄ．今後の方針をよく本人 , 家族と話し合う
統合失調症は治療経過の長い病気であり , 長く医療とも付き合わなければ
ならない . また , 回復のためにはリハビリテーションも必要である . 生活が
苦しく , 経済的にも恵まれず , また , 文化的にもそのような治療があるとい
う認識に乏しい難民認定申請者とその家族にその現実を理解してもらうのは
大変なことである . 粘り強く説明していく必要がある .
２．提言
本研究で得られた難民の語りから , 彼らへのメンタルヘルス支援における
特異点 , 留意点について述べた . 彼らのメンタルヘルスを支えるためには ,
①メンタルヘルス上のリスク・ファクターを軽減すること , ②難民・難民認
定申請者へ早期にメンタルヘルスの知識を提供すること , ③移住者・難民ら
を対象とした Cultural Competence（文化を理解し対処する能力）の高いク
リニックの開設 , ④多文化国家にみる国益の考え方と , 日本の国益の考え方
の違いについて行政と支援者が深いディスカッションを行うことが今後 , 必
三一
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要であると言える .
３．国内外における位置づけとインパクト
多文化研究が盛んな欧米諸国においてさえ「異文化適応問題を抱える移住
者・難民に対する支援者（専門家）の態度」についての質的 , 量的な調査は
希薄である . 本研究は移住者・難民への福祉・医療支援の現実を探り , その
結果を実践・支援の場にフィードバックする「実践研究」の要素の強い , わ
が国では稀な包括的な学際的研究である . また , 日本では移住者・難民のリ
アリティが国民にきちんと伝わっておらず , 前研究から見いだされたことだ
が , 日本では , 難民は「いない」,「いても僅かである」,「教育レベルが低い」,
「文化的に劣っている」などと捉えられている . 移住者・難民のリアリティを
理解し，生活者としての移住者・難民の困難を支援することが必要である .紛
争の勃発する近年の世界情勢では ,近い将来 ,日本にもさらに多くの移住者・
難民が流入することが予想される .彼らの多くは生活において多くの問題を抱
えており , 福祉・医療・保健支援ニーズが社会的に高まることは言うまでも
ない .本研究は現時点においては ,ネガティブに受け止められがちな , 移住者・
難民の支援を喫緊性を持つ課題へと転換するプロスぺクティブ研究である .
４．今後の課題、展望
本研究の意義は移住者・難民の精神支援に対して意識の高い精神保健福祉
専門家の養成に向けた教育について提言を行うものである .具体的には ,「精
神支援マニュアル【初級・中級・上級者】」を作成し , 移住者・難民について
の理解講座を開催し広く知識と技術を広める .また ,在野の支援者と精神保健
福祉専門家の連携を進める方法論を提示し ,移住者・難民の精神支援において
抱いているバリア要因を行政に対してアピールし , 移住者・難民の福祉・医
療支援における社会システム ,社会資源の改革に繋げることも期待している . 三二
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５．研究の成果発表
研究代表者は ,2000 年より多文化間精神医学会の理事長であり , 国
際学会とのネットワークを有している .World Psychiatric Association, 
Transcultural Psychiatry Section（世界精神医学多文化間精神医学セクショ
ン）,World Association of Cultural Psychiatry（世界文化精神医学会）といっ
た学術集会にて諸外国の研究者を交えたシンポジウムを開催し , 社会に対し
研究成果を発信することが可能である . また「こころと文化（多文化間精神
医学会機関誌）」, 多文化間精神医学会ホームページなどを通して成果を広く
発信する予定である .
６．引用文献
１）法務省 . 平成 23年９月末現在における外国人登録者数について :   
h t t p : / / w w w . m o j . g o . j p / n y u u k o k u k a n r i / k o u h o u /
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三五
１．研究目的
（1）問題
高等学校における学習支援の実施状況は、小中学校と比較して遅れている。
文部科学省が実施した平成21年度特別支援教育体制整備状況調査によると、
校内の支援計画にあたる「個別の指導計画」の作成状況は、調査対象全体の
62.4％が作成しているのに対して、高等学校では 13.9％であった。このよ
うに高等学校における特別支援教育は、制度は整えられているものの、実際
の学習支援は十分に行われていないことが推測される。
（2）研究目的
そこで本研究では、高等学校の普通科における、学びのユニバーサルデザ
イン（Universal Design for Learning、以下 UDL）の導入・実践による学習
支援モデルの構築と、その効果についての検証を目的としている。近年、発
達障害などの理由から学習に困難を抱える生徒への学習支援は、幅広く実践
されているが、そのほとんどは個別支援が中心であり、高等学校の実情とは
乖離しているのが現実である。本研究では、アメリカの CAST（Center for 
Applied Special Technology）が中心に提唱している、学びに関わる全ての
要素をユニバーサル環境にする UDL に基づく学習支援モデルを導入・実践
し、その効果について多角的な視点から検証し、UDL 実践の開発とその効
果の判定方法について検討したい。
本研究の具体的な研究目的は以下の３点である。
研 究 課 題
高等学校における学びのユニバーサルデザイン
（UDL）の導入とその効果の検証
研究代表者 川俣　智路（人間学部臨床心理学科　専任講師）
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Ⅰ　授業カリキュラム、教材、生徒の学習の方略、評価方法について
UDL ガイドラインの観点から学習内容や支援の方法について見直
し、その内容を１つのモデルとして提示する。
Ⅱ　UDL ガイドラインの導入の効果については、UDL を導入した学級
全体の学力テストの推移、個別の支援ニーズを持つ生徒の学力の改
善の推移を検討し、その効果を検証する。
Ⅲ　支援モデルの導入による生徒のモチベーションの推移、学級への適
応度の推移、自己肯定感の推移などについて、心理尺度を用いて検
討し、その効果について検証する。また授業の様子を録画し、質的
な分析も効果検証の要素に加える。
２．研究方法
本研究は研究期間を平成 25年度から平成 27年度の３年間と想定し、今
年度はその初年度と位置づけて研究を遂行している。研究は実際の授業場面
において、現在の能力の査定、UDL 概念に基づくカリキュラムと教材の作成、
授業の実施、効果の検証、というサイクルを繰り返し、最終的にその成果を
まとめる予定である（図１参照）。研究成果は、ハンドブックとして刊行す
るだけではなく、ウェブサイトを通じて広く公表していきたい。
図 1　研究実施模式図
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（1）調査協力校に関して
本研究の目的は高等学校における UDL の導入とその検証であるが、高等
学校では UDL 実践を導入した過去の研究は全くないため、初年度は調査協
力校への調査意義の説明、調査実施のための打ち合わせ、調査協力校教員へ
の UDL 概念の定着などの調査準備に時間を要し、高等学校での調査実施ま
で至らなかった。そこで、調査協力を得られる見込みのあった小学校にて予
備調査を実施し、学校に UDL 実践を導入するために必要となること、導入
した結果の変化について検証した。
（2）理論的枠組について
本研究の理論的枠組みである UDL は「提示に関する多様な方法の提供」、
「行動と表出に関する多様な方法の提供」、「取り組みに関する多様な方法の
提供」の３つの方略から成り立っており、それに基づいてガイドラインが作
成されている。なおこのガイドラインは和訳されており、ウェブサイトから
ダウンロードすることにより誰でも利用可能となっている（http://goo.gl/
nlxvDs）。ガイドラインに沿って授業を計画することにより、学習者は最も
理解しやすい方法で課題を提示され、様々な学び方の中から最も自分に合っ
た方法を選択し、その学習に対して適切な評価を受けることができるように
なる。３つの方略から想定される具体的な取り組みの一例が表１である。
表１　UDL の３つの方略の実践例
方略 想定される具体的な取り組み
提示に関する
多様な方法の提供
視聴覚教材などを用いた教材の提供、様々な法則や概念のわかりやす
い提示、子どもが主体的に幅広い情報にアクセスできることの保障
行動と表出に関する
多様な方法の提供
PC やタブレット型 PC を用いた学習の実施、子ども自身が自分の学
びの計画を管理するためのプログラムの提供
取り組みに関する
多様な方法の提供
子どものニーズに合わせた多様な学習テーマの設定、学習レベルに合
わせたグループ学習の実施、適切な評価によるモチベーション向上
（3）研究方法
今年度は福島県の公立Ａ小学校にて、2013年 4月～ 2014年 3月まで予
備的な実践・調査を実施した。調査はＡ小学校の1年生の国語と6年生の算
三七
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数を対象に実施した。まず、現状のヒアリング、また筆者も計 14回学校に
赴き、カリキュラムや教材作成、授業観察、授業の事前事後の検討に参加した。
2013 年４月から 2013 年７月にかけては、１年生と６年生の現状での授
業観察、学習支援ニーズのヒアリング、カリキュラムと教材研究を実施した。
それを踏まえて、９月より授業の様子をビデオで撮影し、10 月から 12 月
までを UDL 予備導入期間として、UDL を導入した授業を実施した。さらに
期間終了後も、学校側の希望で UDL を導入した授業は継続され、ビデオ撮
影は、翌年３月末まで実施された。ビデオデータは、１年生と６年生合わせ
て計 30時限分である。
撮影したビデオデータは、教員と児童の発言・行動を全て文字データとし
表２　ビデオプロトコル例
先生 はい手をおろしてください。今日は３分しか見る時間とれなかったから、ほん
とはもっとサインをためたかったと思うけど、またこっちにサインコーナーを
作りますから、また見てもらってください。じゃあ、○○くん頑張ったからち
ょっと映しちゃおうかな。はい、じゃあもう一回最後に確認します。はいクレ
ーン車の仕事はなんですか、せーの
児童全体 （モニターを見ながらクレーン車の仕事を一斉に読む）
先生 はい２つめ。つくりの１つめはなんですか、せーの
児童全体 （モニターを見ながらクレーン車のつくりの１つめを読む。児童４、18、19 は
モニターを見ず後ろや横を向いて声を出していない）
先生 ○○ちゃんみたいに、自分で少し変えてもいいですよ。じゃあ２つ目のつくり
読んでください、せーの
児童全体 （モニターを見ながらつくりの２つ目を読む。児童 18、19 は横を向いている。
数人飽きている様子の児童がいる）
先生 はい、そういうつくりが、あるということがわかりました
児童 先生これ反対に作った……
先生 じゃあそれは、先生かお友達に聞くかしてください。はい、じゃあ班長さんみ
んなの自動車図鑑途中でもいいから持ってきてください
（各班で集めて班長が先生のところに紙を持っていく）
先生 はい、じゃあ１年生のみなさーん。ちょっとね、今日の５時間目には、トラッ
クはお休みしたから次なんだっけ？
児童 はしご車！
先生 そう、はしご車。はしご車のノートのところ見てください（モニターにノート
を映す）
児童 15 （ガタガタと音を立てる）
先生 （児童 15 を待ち、廊下に出す）
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て起こし（表２参照）、質的な分析を実施した。またこれらのデータは来年
度以降、行動指標を決定し量的にも分析する予定となっている。
UDL 予備導入前の 10 月と導入期間終了後の 12 月に 40 項目からなる学
芸大式学習意欲検査（簡易版）を実施し、導入前後の学習意欲の変化につい
て検討を試みた。しかし、その結果、前後では差が見られなかった。
３．研究成果と公表
（1）現時点までの研究成果
・UDL実施前に行った教員からのヒアリング内容は以下の通りであった。
・UDL概念が抽象的で、実践場面どう概念を適応するかが難しい
・UDLに適した教材がないため、年間通して導入する際には負担が大き
くなる
UDL 実践例がないために、具体的に教室でどのように授業を進めていけ
ばいいのかイメージするのが難しい
これらを踏まえて、25年度の後半からはＡ小学校内での校内研修を通
じて、UDL概念について繰り返し説明を実施し、また教材の作成など
については協働で実施した。さらに11月にアメリカのUDL実践視察
の際に見学した授業内容を、Ａ小学校での校内研修の場で再現し、授
業の具体的な流れをイメージできるように工夫した。これらの研修内
容のメニュー、教材については高等学校への導入においても、適用可
能である。
UDL 実践を導入し、その変化の分析については現在実施中であり、平成
26 年度上半期中に結果をまとめ、学会報告や学会誌投稿を予定している。
現時点では、実際に授業を実施した教員からヒアリングを実施して、以下の
ような結果を得ている。
・UDLを導入することにより、学力差のある児童の指導が楽になった
・子どもたちの差違が気にならなくなり、子どものニーズにあった指導
ができた
・子どもたちが授業に集中できるようになった気がする
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・子どもたちの学力が上がっているかについて、もう少し導入して実施
していきたい
（2）今後の課題
今後は今年度の導入実践の結果を踏まえて、高等学校において実践・調査
を実施する予定である。その際には課題として、以下の点が挙げられるだろう。
・どのようにしてUDL概念を調査協力校教員に理解してもらうか
・カリキュラムや教材の準備について、コンサルテーションを的確に実
施する
・導入の事前、導入中、事後の変化についてどのような指標で検討するか
（3）研究成果の公表
研究経過については、UDL 研究会の定例会にて定期的に報告している。
UDL 研究会は今年度６回開催されている。また、2014 年３月には、第６回
定例会に福岡教育大学の納富景子先生を招き、今年度の研究内容について報
告並びに検討を実施した。それらの内容の一部は、UDL 研究会のウェブサ
イト（https://www.facebook.com/udljapanese）で公表している。2013 年
10 月 12 日には LD学会第 22回大会の自主シンポジウムにて、研究成果に
ついて学会発表している。
また 2013 年度中に公表された、高等学校の特別支援教育に関連する論文、
雑誌論文、新聞などの成果は以下の通りである。
＜学会発表＞
川俣智路　授業へのUDL 実践の展開とその検討①　金子晴恵他　『学びの
ユニバーサルデザイン（UDL）』を授業に活かす　Part Ⅲ～　“ 多様な学び ”
を実現するには？　日・米からの実践報告　～　日本ＬＤ学会第 22回大会
自主シンポジウム　2013 年 10 月
＜論文など＞
川俣智路　高校での特別支援と高等教育機関への進学　萩原拓他編著　
四〇
217
『発達障害のある子の自立に向けた支援』　児童心理増刊　2013 年 12 月　
金子書房
川俣智路　高校の特別支援教育を変える 3つのフレーム　教育　2014 年
1月　かもがわ出版
中日新聞　2014 年 2月 17 日教育欄「高校での発達障害支援──体制整
わず現場は苦慮」　記事内で高校における特別支援教育の有識者としてコメ
ントが掲載（約 400 文字）
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１．研究目的
本研究では近世天台宗史料から特に人物（僧侶）のデータを集積し、デー
タベース化することを目的とする。近世天台宗の研究は、日本仏教史の一時
代として位置づけられる。政治史・宗教制度史・思想史・教学史など様々な
視点から論じられるが、体系的な研究が進んでいるとは言い難い。その理由
は、（1）多くの史料が各寺院に所蔵され、現存総数に対する史料調査・分
析がほとんど進んでいない。（2）各分野からの視点のみで考察されること
が多く、人物や寺院の情報が複合的に蓄積されていない。（3）近世は中央（東
叡山寛永寺）からの任命によって人物が各地の寺院を頻繁に移動しているた
め、個人の伝記が無い限り経歴が追えない。（4）仏教・僧侶の特殊事情（寺
院の移動・改名・院号による名乗りなど）により、仏教史以外の研究者が個
人の実態をつかみにくい。（5）近世天台宗の研究自体が史料の総体に比して、
ほとんど進んでいない、などが原因として挙げられる。さらに近世史は残存
史料が多く情報過多の分野でもある。史料がある反面、これにより研究や調
査そのものが進まない。近世は各宗派ともに数多の学僧を排出し、書籍も大
量に出版され、書写されて現存している。宗教以外の文化面（漢詩・和歌・絵
画等）で著名な人物も多く、僧侶は文化の担い手としても位置づけられている。
しかし既存の研究ではこれらの膨大な史料（もしくはデータ）を整理しきれず、
横断的に人物の経歴を特定することが難しい。天台宗に限らず、古代・中世に
比べて近世仏教史の詳細な研究が進まない原因のひとつでもある。
そこで近世天台宗がいかなる人材を輩出してきたのか、近世全般にわたり
史料を収集し、データ化することで、横断検索を可能にしようと試みた。こ
研 究 課 題 近世天台寺院史料データベース構築の研究
研究代表者 中川　仁喜（文学部歴史学科　専任講師）
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れらの人物データは宗教史・教学史にとどまらず、政治史・江戸文化史・国
文学・仏教学など多分野にわたって活用可能である。近年進んでいる近世文
壇や文化サロンの研究には必ずといって良いほど天台僧の存在がある。これ
ら天台僧の実体を解明するには、文学面のみならず、仏教者としての素養や
出自など、バックボーンとしての基礎情報が必要不可欠である。調査によっ
て得られたデータを検索可能な状態に整理して、近世史研究に充実した情報
を発信することが本研究の目的である。
２．研究方法
天台宗寺院および研究機関の近世史料（古文書・古記録・典籍聖教奥書）
を調査収集し、僧侶のデータを集積した。それを時代・出自・法脈・地域に
よって系統立てて分類し、横断検索が可能なデータベースの構築を目指した。
さらに調査収集によって、今後破棄などの人的要因や災害により消滅する可
能性がある原本史料を保全する目的も含んでおり、所蔵者と長期的に調査の
確約を結ぶことも念頭に置いた。
研究対象である近世史料は、重層的かつ膨大である。そのため、本研究で
は長期的な視野で近世天台僧のデータベースを構築して、研究者の利便性を
図るため、まずは人物を核としてカード（フォーマットとなる母体データ）
を作成した。必要項目は出自・師弟関係・住坊・院号・僧位僧官補任時期な
どであり、住坊の移動や典籍・聖教の書写活動、師弟以外の人物相関関係も
一目でわかるようなシステムを取り入れ、個人から関連項目の横断検索と、
人物検索が可能になるよう工夫した。近世天台宗史の研究で大きな壁となっ
ている人物情報の不足はこれによって解消される。
３．研究成果と公表
本研究でまず基礎となるのは史料調査である。近世天台宗の史料が最もま
とまって所蔵されている研究機関は比叡山延暦寺の叡山文庫である。叡山文
庫は、比叡山延暦寺をはじめとした子院や谷執行組織に残された典籍・古文
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書・古記録を寄託保管する施設である。まずは叡山文庫に所蔵されているこ
れらの史料群のうち、個人の伝記・寺院由緒や歴代年譜・血脈譜や法脈譜・
交衆帳など人物史データに該当しやすい史料を中心に精査して、人物情報を
収集してデータを作成することであった。データ化する上で、必要な枠（カー
ド、もしくはデータベース画面）と入力基準を作成し、調査収集と並行して
試験的に人物データを作成した。収集・整理したデータを研究者が検索して
人物や寺院の情報を得られるようデータ項目を策定した。そのため、基礎人名、
別名（①初名②字③号）院号、生没年（生存年間）出自、師僧、寺院（寺院
の移動経歴）僧位・僧官、出典史料という人物を基準とする方針をとった。デー
タベースはエクセルを利用し、以下に挙げる３系統によって仮作成を試みた。
滋賀院内典『一乗僧略伝』、法曼院内典 9-37『法曼流灌頂人名』、双厳院
3294『東叡山交衆僧臈籍』、正覚院東谷内典 9-126『延暦寺三院僧徒臈次』、
理性院内典 9-76『正覚院年譜』など、人物を根幹としてデータ化が可能な
史料については、「近世天台僧基礎データ（仮）」として作業を進めた。別当
代恵住 20『般若谷三房列祖記』のように寺院の歴代として人物データが断
続してしまう場合は、「近世天台寺院基礎データ（仮）」として寺院を根幹と
した形式にせざるを得なかった。また、双厳院蔵の『尊敬親王御入室御得度
記』『東照宮外遷宮正遷宮記』『両御宝塔供養安鎮并遷宮入仏記』『東照宮就
御修理外遷宮雑記』『日光山御宮地鎮記』などの法会諸記録からは、日光山・
東叡山・比叡山・檀林にまたがる僧侶の人的交流や移動を確認する上で貴重
なデータを収集することができた。これについては「近世天台僧法会出仕デー
タベース（仮）」としてデータの入力作業をおこなった。
一方で、毘沙門堂門跡の史料調査も実施、新出史料も確認できた。この様
に、各所に散在している史料をデータベースと如何に有機的にリンクさせる
かが今後最大の課題である。
当初計画では所蔵者の承諾が得られるならば画像データそのものも公開し
てアーカイブ化を目指したが、画像の公開には権利その他の問題から慎重に
ならざるを得なかった。データベースによる近世史研究に必要な人物情報の
提供が優先されるため画像はあくまで収集段階に留めている。
データ化については、２通りの方法によった。ひとつは先に挙げたように、
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所蔵先へ直接調査に入り、原史料を見て直接データを入力する方法である。
これは、調査と同時進行で大量のデータを効率よく抽出するためにとられた
方法である。叡山文庫調査では、前述のように３系統に分類してデータ入力
作業をおこなった。
もう一方で、複写した史料や刊行された書籍などからデータを抽出し入力
する作業もおこなった。これは大正大学の研究室内で作業を進め、相当数の
人物データを入力することができた。ことに村田頴田氏による『関東天台学
僧辞書』上中下３冊は、散在する諸史料原典から可能な限り人物データを集
約した労作であり、本研究を構想する端緒ともなった。この辞典により、複
数の史料にわたる人物データが効率よく抽出でき、データ化を進めることが
できた。これら調査や学内でのデータ入力作業には大正大学史学専攻の大学
院生によるところが大きい。
このデータベース化作業における問題点も判明した。まず、同一人物の情
報が出典史料によって異なる場合があることが確認され、これが個人のメタ
データを完成させる上で障害となることがわかった。これについては、最終
的により信頼がおける史料を選択することによって解決するが、膨大な人物
データを一人ずつチェックする必要がある。また、煩瑣になりがちな項目を
いかに集約するかも課題として浮かび上がった。現状３系統で入力作業を進
めているデータベースをいかに有機的に集約させるか、今後データベース技
術構築について業者や専門の研究者と連携して作業を進めたいと考えている。
本研究は試験的であり途上段階であるが、近世学僧の人物データベース化
の手段として有効であり、他分野の研究者からも反響を得た。そのため天台
宗教学大会などの学術学会で発表、紹介する予定である。天台宗は、現在『天
台宗大辞典（仮）』の刊行を目指して辞典編纂室が作業を進めている。この
辞典編纂事業と連携して、更なる人物データの充実化を図るつもりである。
当該データベースの構築は、時間をかけて継続的かつ重層的におこなわれる
必要がある。調査も天台宗のみにとどまらず、大正大学の特色でもある超宗
派で実施し、人物・寺院・蔵書構成などについて多角的な見解を得るべき
であると痛感した。研究参加者も歴史学・天台・真言・浄土・国文学などの
諸分野にわたり、それぞれの見地から史料・聖教を分析する必要性を感じた。
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最終目的はデータベース化であるが、調査対象が未開拓分野であるため、寺
院への近世史資料の調査によるデータの収集がその大半を占めることとなる。
そのため、調査対象の範囲を広げ、さらにはそれが可能な人員の確保も今後
の課題として挙げられる。今後データベースの充実化をはかるべく、本研究
をさらに推し進めて科学研究費および学内学術助成金を申請する予定である。
人名読み 人名 別名①初名②字③号④諱⑤その他 没年 出自 師僧 寺院 1 寺院 2
ごうせい 豪盛 慶長 15 年（1610）6 月 29 日 薬樹院 正覚院（天正 13）
ごうえん 豪円 ①遍照院円智 慶長 16 年（1611）6 月 5 日 地福院 正覚院（慶長 5）
ごうかい 豪海 ①宗海 寛永 6 年（1629）8 月 23 日 理性院 習禅院
てんかい 天海 ①慈眼大師
ごうけい 豪慶 ①舜能 承応 3 年（1654）6 月 29 日 正観院 正覚院
ごうべん 豪辨 ①亮雄 明暦 3 年（1657）11 月 29 日 歓喜院 正覚院（明暦元）
ごうしん 豪親 ①祐存 天和 2 年（1682）8 月 4 日 正観院 正覚院（万治元年 8 月）
ごうかん 豪桓 ①十願王院義道 宝永元年（1704）5 月 11 日 双厳院 正覚院（貞享元年 12 月）
ごうちん 豪鎮 ①廣海　③寂隠 元禄 11 年（1698） 恵心院 正覚院（元禄 2 年 10 月）
ごうかん 豪寛 ①覚深 宝永 4 年（1707）3 月 3 日 鶏足院 正覚院（元禄 12 年 7 月）
ごうけん 豪建 ①宝延　③了性院 享保 7 年（1722）2 月 28 日 法曼院 正覚院（宝永 4 年）
ごうぜん 豪禅 ①柏木、定厳　②真智、非界 享保 11 年（1726）4 月 28 日 豊前国小倉 相住坊 日光山修学院
ごううん 豪雲 ①亮潤　②大雲　③一両堂真□、学王院 寛延 3 年（1750）8 月 2 日 野州佐野 西楽院 東叡山常照院
ごうちゅう 豪忠 ①野矢氏 宝暦 2 年（1752）6 月 10 日 奥州二本松 鏡石寺真海 東叡青龍院 宝円院
ごうしん 豪真 ①詔真、玉鳳、伊藤　③真性院 宝暦 9 年（1759）8 月 19 日 伊州桑名 佛眼院晃海 勧樹院 恵心院
ごうかく 豪覚 ①小出氏 安永 3 年（1774）11 月 30 日 武州 東叡護法印大僧正公然 壽量院 正覚院（宝暦 9 年 3 月）
人名読み 人名 寺院 3 僧位・僧官（最終） 出典史料 備考
ごうせい 豪盛 ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうえん 豪円 ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうかい 豪海 正覚院 探題（慶長 15 年 10 月） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
てんかい 天海 ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうけい 豪慶 探題（正保 4 年 9 月） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうべん 豪辨 権僧正（明暦 2） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうしん 豪親 大僧正（延宝 6 年 11 月 4 日） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』） この代に当て当室始めて輪王寺宮の院室となる。
ごうかん 豪桓 ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうちん 豪鎮 大僧正（元禄 2 年 7 月 3 日） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうかん 豪寛 大僧正（宝永 3 年 8 月 9 日） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうけん 豪建 大僧正（正徳 3 年 6 月 7 日） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうぜん 豪禅 正覚院（享保 4 年 6 月） 大僧正（享保 6 年カ） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごううん 豪雲 常州逢善寺 大僧正（元禄 10 年） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうちゅう 豪忠 正観院 大僧正（延享 2 年 7 月） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうしん 豪真 正覚院（宝暦 9 年 8 月 19 日） 大僧正（寛延 2 年 6 月） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
ごうかく 豪覚 大僧正（享保 17 年） ｢正覚院年譜｣（『善賢義書』）
図　「近世天台僧基礎データ（仮）」部分
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１．研究目的
近年，地域コミュニティの再生が喫緊の課題であることが指摘されている。
東日本大震災では、地域コミュニティの大切さがあらためて確認させられた。
被災地復興や被災者支援の現場では、既存の地域コミュニティを活かしつつ、
地域コミュニティを元気にすることが望まれている。
本研究は、地域コミュニティ自体が持つ回復力（レジリエンス）を高める
支援実践である、コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを日本に導入
するための基礎研究である。コミュニティ・ウェルネス・フォーカシング
は、医療文化人類学者としてアフガニスタンにおける医療の調査・改善のプ
ロジェクトや、難民および難民支援者の健康支援に携わってきたパトリシア・
オミディアン博士によって開発された、地域コミュニティを基盤とした公衆
衛生のアプローチである。
このアプローチは、地域コミュニティの回復のために、フォーカシングを
地域コミュニティに教えていく。その際、地域コミュニティの文化を尊重し、
その地域独自のイメージや比喩を使って、フォーカシングを伝えることを重
視している。そのため、コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを日本
に導入するにあたっては、その方法論をそのまま輸入するのではなく、日本
における集団の特性や地域コミュニティのあり方を踏まえた留意点や課題の
検討が必要になる。
このアプローチはフォーカシング研究所の後援もあって国際電話会議とい
う手段で，パレスチナ・エクアドル・ハイチ地震援助・アフガニスタンなど世
界各国間で実践交流が行われている。それぞれの地域で開発された実践モデル
研 究 課 題
コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを
日本に導入するための基礎研究
研究代表者 日笠　摩子（人間学部臨床心理学科　教授）
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をお互いが学び合うことによって，さらに新しい工夫や進展が生まれてきてい
る。しかし，日本からの参加は言語的障壁の問題もあり，限定されている。
そこで本研究では、コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングの創始者
の一人であるオミディアン博士を日本に招聘し、日本語通訳がつく形で，コ
ミュニティ・ウェルネス・フォーカシングの実践と方法論について各地でセ
ミナーを開催し、日本の実情にあわせた導入の仕方について検討する。
加えて，その導入についてのアンケート調査及びインタビュー調査を行う
ことによって留意点や課題を明らかしにし、フォローアップ調査によって，
この導入の効果や定着可能性についても検討する。
２．研究方法
（1）研究課題の対象
フォーカシングの実践者，コミュニティの再生に関心を持つグループリー
ダー，ボランティアとしての震災支援にあたる人々から，一般市民までさまざ
まなレベルの対象者とすることで，このコミュニティ・ウェルネス・フォーカ
シングの実践がどのレベルの対象にもっとも受け入れられやすいかを検討した。
（2）講演・ワークショップの実施
コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングの創始者オミディアン博士を
日本に招聘し、その実践と方法論について，各地でセミナーを開催した。
研究としては，参加者に対するアンケート調査およびインタビュー調査の
結果に基づいて、コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを日本に導入
する際の留意点と課題を検討する。
なおセミナーは，もっぱら体験的なワークショップ形式で実施された。特
に，フォーカシング実践者やコミュニティ支援に関わる人々に対するワーク
ショップでは，それぞれ参加者の置かれた場やそれぞれが対象とするコミュ
ニティの必要から出発し，参加者それぞれが主体的にコミュニティ・ウェル
ネスを促進するためのプログラムを開発できるような形式で実施された。
講演など短時間のもの（事後アンケートのみ収集）
ａ）2013 年 8月 18日：仙台 DICT 研究所主催ワークショップ（36名）
四八
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ｂ）８月 24 日－ 25 日：長野・戸隠日本フォーカシング協会　体験ミ
ニワークショップ（67名）
ｃ）９月１日：埼玉　震災支援ネットワーク　セミナー（20名）
ｄ）９月15日：大正大学日本人間性心理学会第32回大会講演（126名）
②集中ワークショップ形式のもの（事前事後追跡アンケート実施）
ｅ）８月 22日－ 23日：長野・飯綱コミュニティ・ウェルネス・フォー
カシング　ワークショップ（19名）
ｆ）８月 31日：東京フォーカシング指向療法研究会　ワークショップ
（14名）
ｇ）９月７日－８日：京都　フォーカシング・セミナー（25名）
ｈ）９月 10日－ 12日：東京　大正大学大学院　特別講義（21名）
ｉ）９月 14日：東京　日本人間性心理学会第 32回大会（大正大）ワー
クショップ（39名）
（3）質問紙および面接調査の実施
上記の各講演・ワークショップ参加者に対してアンケート調査を実施した。
アンケートの質問内容は、セミナーに受講しての感想や効果に関する項目に
加えて，コミュニティ・ウェルネス・フォーカシングを日本に導入する際の
留意点と課題に関する項目を含む。
上記①の短時間形式のものには事後アンケートのみを行ったが，②の集中
ワークショップでは，参加者は主体的にそれぞれ置かれた場に必要なプロ
ジェクトを計画することが期待されており，導入後の定着や展開の様子につ
いての情報を得るために，３ヶ月後に追跡質問紙調査を行った。さらに，６ヶ
月後にその中の一部の協力者（コミュニティ・ウェルネス・フォーカシング
を活用している人たち 10名）を対象に，さらにインタビュー調査を行った。
詳細な情報を得るとともに，今後の展開のための示唆を得るためである。
さらに今後のこの実践の定着と発展のために，日本フォーカシング協会，
フォーカシング研究所フォーカシング・プロフェッショナル交流会，人間性
心理学会等での継続的な交流も計画している。また，フォローアップ調査と
しても上記学会等での自主企画や発表，学会誌での投稿などの動向にも注意
を払い続ける予定である。
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（4）分析方法
満足度・理解度・フォーカシング的態度尺度・活用度等の量的なデータに
ついては，各ワークショップごとと合計で効果を検討する。また，②の形式
のものについては事前・事後・追跡時の比較検討を行った。
アンケートの自由記述結果は KJ 法で分析し，効果と課題それぞれについ
て全体像を明らかにする。面接結果については，活用の実際・詳細を具体例
として整理する予定である。（分析途中）
 
３．研究成果と公表
（1）講演・ワークショップ実施の効果
この研究の成果の第１はコミュニティのレジリエンスを高める画期的なア
プローチを日本に導入できた点である。つまり，この実践の導入自体に価値
があった。オミディアン博士の実践は，紛争や難民支援の中で生まれてきた
ものである。上記①ａ）仙台やｃ）埼玉のワークショップの参加者は，津波・
原発からの被災者・避難者当事者やその支援に当たっている人たちへの研修
であり，困難な中での精神的健康や回復力を支えるために現在日本で必要と
されている活動に役立つと好評であった。　
（2）第一次分析結果の概略
そのような評価の実証的な裏づけとなる質問紙調査の分析はまだ途中過程
であるが，簡単に，満足度・理解度についての初期分析結果を図１と表１に
示す。講演でも80％以上，ワークショップでは95％以上の高い満足度となっ
ている。重要概念の理解に関してもほぼ３（だいたいわかる）以上の理解度
が示されており，事前事後の比較では、すでに高い理解度に達していたフォー
カシング以外については、一貫して理解度が有意に上昇している。
コミュニティ・ウェルネス・フォーカシング導入の留意点や課題，参加者
各自のプロジェクトに対する効果についての具体的記述については質問紙で
も豊富な自由記述がよせられており，面接でも豊かな語りが得られている。
今後それをまとめる作業を早急に進める予定である。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
ワークショップ全体：115 名
人間性心理学会WS：39 名
大正大学院WS：21 名
京都WS：22 名
東京 POP 研究会WS：14 名
飯綱WS：19 名
講演全体：249 名
人間性心理学会講演：126 名
埼玉講演：20 名
戸隠講演：67 名
仙台講演：36 名
14
30
8 7 5
44 59 167
96 106 9 38
10 8 1
8 4 2
13 9
20 1
20 17 2
71 39 32
22 2 3
18 4
図１　会場別の参加満足度の割合と度数
表１　主要概念５項目の理解度の平均値と SD、事前事後理解度に関する t 検定の結果
コミュニティウェルネス フォーカシング レジリエンス 良い逸脱 心理社会的な見方
事前
平均値
SD
事後
平均値
SD
t 検定
結果
事前
平均値
SD
事後
平均値
SD
t 検定
結果
事前
平均値
SD
事後
平均値
SD
t 検定
結果
事前
平均値
SD
事後
平均値
SD
t 検定
結果
事前
平均値
SD
事後
平均値
SD
t 検定
結果
仙台講演 − 3.14 − 3.19 − 3.39 − 3.42 − 3.03
（n=36） − .59 − .53 − .60 − .55 − .51
戸隠講演 − 2.92 − 3.53 − 2.10 − 1.98 − 2.00
（n=67） − .93 − .57 − 1.10 − .97 − .94
埼玉講演 − 3.05 − 3.20 − 3.30 − 3.35 − 2.84
（n=20） − .69 − .62 − .47 − .59 − .69
人間性心理学会講演 − 2.96 − 3.33 − 3.30 − 3.14 − 2.89
（n=126） − .68 − .71 − .59 − .67 − .74
講演会全体 − 2.98 − 3.35 − 3.06 − 2.95 − 2.72
（n=249） − .74 − .65 − .88 − .89 − .84
飯綱 WS 2.16 3.06 ＊＊ 3.61 3.69 n.s. 2.47 3.00 n.s. 1.68 2.50 ＊＊＊ 2.21 2.89 ＊＊
（n=19） .83 .42 .61 3.69 .91 .48 .58 .62 .79 .68
東京 POP 研究会 WS 2.43 2.85 n.s. 3.71 3.69 （注１） 2.79 3.08 n.s. 2.29 3.36 ＊＊＊ 2.69 2.92 n.s.
（n=14） .76 .69 .47 .48 .70 .49 .61 .63 .63 .64
京都 WS 2.00 3.32 ＊＊＊ 3.41 3.50 n.s. 2.50 3.27 ＊＊ 1.59 3.27 ＊＊＊ 2.32 2.91 ＊＊
（n=22） .93 .65 .67 .51 .96 .55 .67 .70 .72 .81
大正大学院 WS 2.00 3.24 ＊＊＊ 3.19 3.38 n.s. 2.95 3.57 ＊＊＊ 2.24 3.29 ＊＊＊ 2.57 2.90 ＊＊＊
（n=21） .63 .77 .40 .74 .59 .75 .63 .78 .51 .83
人間性心理学会 WS 2.24 3.21 ＊＊＊ 3.59 3.63 n.s. 2.81 3.50 ＊＊＊ 1.83 3.26 ＊＊＊ 2.69 3.35 ＊＊＊
（n=39） .80 .66 .55 .49 1.00 .60 .91 .64 .80 .68
ワークショップ全体 2.16 3.17 ＊＊＊ 3.50 3.55 n.s. 2.72 3.32 ＊＊＊ 1.89 3.16 ＊＊＊ 2.51 3.05 ＊＊＊
（n=115） .80 .66 .57 .55 .88 .67 .76 .73 .73 .75
＊＊ p<.01, ＊＊＊ p<.001
注１：標準誤差＝０の為、計算不能
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（3）本研究で得た成果の公表
すでに Omidian と Laurence（2014）には，日本でのワークショップ実
践からのワークの工夫や効果がまとめられている。調査研究としての成果
は，オミディアン博士招聘のきっかけとなった日本人間性心理学会におい
て量的分析の結果と速報を第 33 回大会（2014），質的分析の結果やさら
なる追跡研究の結果を 34 回大会（2015）で発表する。まとまった段階で
「人間性心理学研究」への投稿を計画している。さらに国際的なコミュニ
ティ・ウェルネス・フォーカシング運動との実践研究交流のためにも，The 
International Focusing Conference（2015）での発表や FOLIO（A Journal 
for Focusing and Experiential Therapy）への投稿も予定している。
参考文献
Pascale, R., Sternin, J., and Sternin, M. （2010）:   The power of positive 
deviance. Boston, Harbard Business Press
Omidian, P.A and Lawrence, N.J （2007）:  A community based approach to 
Focusing: The Islam and Focusing project of Afganistan.  FOLIO 20 （1）, 
152-164
Omidian, P.A and Lawrence, N.J （2014）:  Community wellness Focusing is 
crossing and collaborating.  FOLIO 25 （1）, 48-57
UNICEF  （2011）:    Inter-Agency Guide to the Evaluation of Psychosocial 
Programming  in Emergencies. New York; United Nations Childrens 
Fund.
五二
